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以下同じ。）に要する期間、②手続の煩雑さ、

③手続の地方公共団体ごとのばらつき（いわ

ゆるローカルルール）などの課題について調

査を行った上で、関係府省と連携して、c の

措置の内容及び太陽光型植物工場が温室の

類型の一つとして位置付けられていること

を明記することを含め、主な課題ごとに分か

りやすく解説するガイドブックを作成・公表

するとともに、同ガイドブックを地方公共団

体、太陽光型植物工場の生産事業者及び設置

事業者などに周知する。 

c 国土交通省は、太陽光型植物工場の生産

事業者、設置事業者等の負担を軽減する観点

から、b のガイドブックにおいて、以下の２

点について掲載するなど、農林水産省の求め

に応じ、必要な協力を行う。 

・温室が建築基準法第２条に規定する建築物

に該当するか否かについて、屋根の取り外

しの容易性、温室の高さや面積等を踏まえ

た判断基準等に関して、「法第 85条第４項

の仮設建築物について」（昭和 37年９月 25

日住指発第 86号）以外の取扱いを定め、公

表しているかどうかを都道府県別に一覧

にしたもの。 

・建築物に該当するか否かについて、当該施

設の名称（「工場」を含む含まない）にかか

わらず、その実態に応じて特定行政庁（建

築基準法第２条第 35 号に規定するものを

いう。）が判断していること。 

３ 
自動運転の推進に向けた

規制等の運用の円滑化 

全国の移動の足不足の解消に向けて、レベ

ル４（システムが周辺監視をし、一定の条件

下で自動運転をする機能を有し、条件外でも

車両が安全確保をするものをいう。以下同

じ。）、Ｅ２Ｅ（End to End AI（認識から経路

判断までを全て単一のＡＩで処理し多様な

走行環境でも走行可能な革新的な手法）をい

う。以下同じ。）等の自動運転車の開発、利用

等を促進することで、自動運転の社会実装を

迅速かつ円滑に推進するため、以下の措置を

講ずる。 

a 警察庁は、我が国において自動運転が交

通事故の削減、高齢者等の移動手段の確保、

運転者不足への対応など、交通分野にとどま

らず、社会全体の課題解決に資する重要な技

術として位置付けられており、自動運転に係

る政府目標としては、「第３次交通政策基本

計画」（令和８年１月 16日閣議決定）におい

て、令和 12 年度（2030 年度）における自動

運転サービス車両（公共交通を担う全国のバ

ス及びタクシー車両、物流を担うトラック車

両をいう。）数を１万台とする数値目標を新

たに設定している一方で、開発事業者等から

は、交通ルールの解釈の明確化について、例

えば、道路交通法（昭和 35年法律第 105号）

では車両の左側寄り通行について規定され

a：令和８年度上期

措置 

b：令和８年度措置 

c：令和８年度内を

目途に結論、結論

を得次第速やかに

措置 

a：警察庁 

b,c：国土交

通省 
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ており、第一車線に路上駐車車両が多く存在

する場合における走行方法等に関する課題

が存在しているが、令和７年６月の規制改革

実施計画に基づき、令和７年 10 月に警察庁

が設置した、道路交通法の解釈の明確化等に

関する意見交換等を行う「自動運転車の開発

に資する交通ルールの解釈の明確化に関す

る意見交換枠組み」（以下「意見交換枠組み」

という。）の役割や存在を認識しておらず、警

察庁への相談に至っていないとの声がある

ことなどを踏まえ、レベル４に相当する自動

運転車の社会実装を迅速かつ円滑に進める

ため、意見交換枠組みについて、以下の措置

を講ずる。 

①警察庁は、警察庁ウェブサイトの意見交換

枠組みの掲載箇所に、意見交換枠組みの利

用に当たって参考となる事例を掲載する

とともに、少なくとも国又は地方公共団体

が実施する自動運転関連事業に参画して

いる開発事業者等から意見交換枠組みを

通じて要望があった場合には、意見交換枠

組みにおける対応事例を共有すること。な

お、当該対応事例について、更新があった

場合には、更新した内容も含めて共有する

こと。 

②警察庁は、国土交通省及び経済産業省と共

に作成している「自動運転移動サービス社

会実装・事業化の手引き（第２版）」（令和

７年７月警察庁・経済産業省・国土交通省

取りまとめ）等において、上記①の内容も

含め、意見交換枠組みの内容を記載するこ

とにより、国土交通省及び経済産業省と連

携し、両省が実施している自動運転関連事

業に参画している開発事業者等に対して、

要望があった場合には意見交換枠組みに

おける対応事例の共有が可能であること

も含めた意見交換枠組みの周知を行うこ

と。 

③警察庁は、意見交換枠組みにおける対応事

例について、各都道府県警察に周知し、現

場における交通ルールの解釈の明確化及

び対応の均質化を図ること。 

b 国土交通省は、自動運転の開発手法につ

いて、従来の「ルールベース」（人が走行パタ

ーンごとに自動運転のプログラムを規定す

る手法をいう。）に加え、「ＡＩベース」（路上

を走行し、その運転をＡＩに自己学習させる

手法をいう。以下同じ。）での開発が急速に進

み、さらに、「主要な製品・技術等の官民投資

ロードマップ素案（先行検討分を除く）」（令

和８年４月 16 日戦略分野分科会（令和７年

12 月 26 日日本成長戦略会議議長決定により

日本成長戦略会議の下に開催されるものを

いう。））において、「ＡＩベース」の中でも、

Ｅ２Ｅが今後の自動運転のコアになること
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が示されていることから、「ＡＩベース」の自

動運転を含む自動運転の推進に当たり、開発

事業者の予見可能性を一層高め、メーカーに

おける開発・普及を促進するとともに、自動

運転車両に対する世の中の認知度及び社会

受容性を高める観点から、Ｅ２Ｅ等のＡＩ搭

載を念頭に置いたＬ２＋＋車（運転者が周辺

監視をし、縦方向・横方向の運転支援機能を

有する車両（Ｌ２車両）のうち、ＡＩを活用

し一般道を含め自律走行が可能な高度な運

転自動化システム等を搭載したものをいう。

以下同じ。）が安全性や運転支援機能におい

て一定の性能を有することを国が認定する

制度（以下「優良Ｌ２＋＋車認定制度」とい

う。）を創設することとしている一方で、開発

事業者から、今までにない技術を取り扱うこ

とから、安全性を確保した上で、複数の開発

事業者に対して手続面を含めヒアリングを

行い、開発事業者に過度な負担がかかる申請

手続にならないよう留意すべきとの声があ

ることなどを踏まえ、優良Ｌ２＋＋車の迅速

かつ円滑な普及を実現するため、優良Ｌ２＋

＋車認定制度に関する手続の円滑化を行う。

具体的には、複数の開発事業者に対して手続

面を含めヒアリングを行い、安全性を確保し

た上で、開発事業者に過度な負担がかからな

い申請手続となるよう、他の制度（道路運送

車両法（昭和 26年法律第 185号）第 58条に

基づく自動車の検査等）で提出した書類があ

る場合には再度提出させないようにするほ

か、申請から認定までに至るまでのフローを

図示するとともに、各プロセスにおける主な

審査事項、審査基準等を明らかにするなど、

優良Ｌ２＋＋車の認定に係る審査事項、審査

基準等の審査内容及び手続の明確化を図る

ことで、開発事業者が迅速かつ円滑に申請手

続を行うことができる優良Ｌ２＋＋車認定

制度を創設する。 

c 国土交通省は、自動運転の社会実装のス

ピードに事故原因究明の体制整備が遅れる

ことのないようにすべきとの声があること、

また、「「強い経済」を実現する総合経済対

策」（令和７年 11月 21日閣議決定）及び「第

３次交通政策基本計画」において、運輸安全

委員会における事故原因究明体制の構築に

向けた取組を行うこととされていることを

踏まえ、交通政策審議会における議論や、自

動運転車の社会実装の状況や事故実態を勘

案し、運輸安全委員会における事故原因究明

体制の構築について、引き続き検討し、令和

８年度内を目途に結論を得て、必要に応じて

速やかに法案を国会に提出する。 
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ある録画配信方式の留意事項として、教習

指導員の動画への出演については、動画の

中で投影した教本、視聴覚教材の内容や、

模型等の教習に必要な教材を用いて示す

内容に教習指導員が話しながら解説を加

えるなど、音声による出演も含まれるよう

にすること。 

b 警察庁は、技術の進展等に伴い、遠隔教習

システムが開発され、一部の指定自動車教習

所において無線教習で活用されていること

を踏まえ、教習の安全性及び単独教習と同等

の教習効果が担保されることを前提として、

教習指導員が遠隔教習システムを用いて教

習車に同乗せずに行う技能教習（以下「遠隔

教習」という。）を、単独教習の例外として位

置付けられている無線教習等とは異なる技

能教習の新たな方法として法令上位置付け

ることも視野に入れて、遠隔教習の実施に当

たって最低限必要な遠隔教習システムの機

能・性能等に係る要件や、遠隔教習システム

が活用可能な教習項目等について検討し、今

後の進め方の方向性に係る結論を得る。 

その上で、警察庁は、今後の進め方の方向

性として、遠隔教習を新たな方法として法令

上位置付けることが見込まれるとの結論を

得た場合には、技能教習の新たな方法として

法令上位置付けることを目的とする実証を

遅くとも令和９年度中に実施するなど、当該

結論を踏まえ、必要な措置を講ずる。 

c 警察庁は、教習生が録画配信方式による

オンライン学科教習を受けた日が、当該教習

生が当該オンライン学科教習の動画を視聴

した日又は教習指導員が当該教習生の当該

オンライン学科教習の受講状況を確認した

日いずれであるかが統一されていないなど、

指定自動車教習所に関する法令・通達等の運

用が都道府県公安委員会ごとに異なってい

る事例があることを踏まえ、都道府県公安委

員会及び指定自動車教習所関係団体に対し、

指定自動車教習所に関する法令・通達等の運

用の実態について調査し、都道府県公安委員

会ごとの異なる運用（いわゆるローカルルー

ル）によって指定自動車教習所管理者に非合

理な負担が生じていることが認められる場

合には、指定自動車教習所管理者に非合理な

負担が生じるローカルルールを防止するた

めの一定の指針を定め、都道府県公安委員会

及び指定自動車教習所に周知するなど、必要

な措置を講ずる。 

７ 

全国における移動の足不

足の解消に向けたライド

シェア（自家用車活用事

業等）の推進 

内閣府及び国土交通省は、全国の移動の足

不足の解消に向けて、自動運転やライドシェ

アについて、安全・安心の確保や適切な労働

環境の確保を前提に、諸外国の事例及び各地

域のニーズを踏まえ、必要な取組を進める。 

直ちに実施 
内閣府 

国土交通省 
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２．地方を伸ばし、暮らしを守る
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８ 

自家用車活用事業におけ

る自家用車の中間点検の

実施主体及び点検方 

法の明確化 

全国の移動の足不足及び地域交通の担い

手不足を解消するために令和６年３月末に

創設された自家用車活用事業（道路運送法

（昭和 26年法律第 183号）第 78条第３号に

基づく許可を受けたものをいう。以下同じ。）

に用いる車両の整備管理に関する取扱いに

ついては、「自家用車活用事業における自家

用車の車両整備管理について」（令和６年３

月 29 日国土交通省物流・自動車局自動車整

備課長通達。以下「車両整備管理通達」とい

う。）において、タクシー業務適正化特別措置

法（昭和 45年法律第 75号）第２条第４項に

定めるタクシー事業者のうち法人である者

（以下「法人タクシー事業者」という。）は、

当該事業の用に供する自家用車について、自

動車点検基準（昭和 26年運輸省令第 70号。

以下「点検基準」という。）に基づき、以下の

点検を行い、当該車両の保安基準（道路運送

車両の保安基準（昭和 26年運輸省令第 67号）

をいう。）に適合するように維持するために

必要な整備を行うこととされている。 

・運行前点検（１日に１回、自家用車活用事

業の用に供する前に実施する点検をい

う。） 

・中間点検（３か月ごとに行う基本的な点検

をいう。以下同じ。） 

・年次点検（12か月ごとに行う詳細な点検を

いう。以下同じ。） 

・開始前点検（自家用車を自家用車活用事業

の用に供する前に行う点検をいう。以下同

じ。） 

また、このうち中間点検については、直近

の中間点検、年次点検又は開始前点検以降、

連続する２か月における自家用車活用事業

の用に供される頻度が１か月当たり 15 日未

満又は 40 時間未満である場合、次回の中間

点検を、点検基準別表第３（事業用自動車等

の定期点検基準）の「３か月ごと項目」に定

められた点検項目に代えて、車両整備管理通

達別添に基づく簡略化された点検項目（国土

交通省において、自家用車における点検項目

の故障率や車両の基礎的な安全性を踏まえ、

保安上必要であると整理された点検項目を

いう。）で実施すること（以下「簡略版中間点

検」という。）ができるとされている。 

一方、簡略版中間点検は、自動車特定整備

事業者（道路運送車両法（昭和 26 年法律第

185号）第 78条第４項に基づく自動車特定整

備事業（同法第 77 条の自動車特定整備事業

をいう。）の認証を受けた者をいう。）だけで

なく、自家用車の使用者（以下「自家用車使

用者」という。）自ら行うことが可能であるこ

とが想定され得るものとしているが、自家用

車活用事業を行っている一部の法人タクシ

ー事業者において、以下の要因により、簡略

措置済み 国土交通省 
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版中間点検であったとしても、認証工場（道

路運送車両法第 78 条第１項に基づく認証を

受けた特定整備を行う事業場をいう。以下同

じ。）において行うことが必要と認識してい

る実態が確認されている。 

・車両整備管理通達において、自家用車使用

者自ら簡略版中間点検を行うことが可能

である旨が明記されていないこと。 

・自動車運送事業（道路運送法第２条第２項

に規定するものをいう。）の用に供する自

動車の定期点検整備（特定整備を伴うもの

に限る。以下同じ。）を反復継続的に行うこ

とができるのは認証工場に限られるため、

自家用車活用事業を行う法人タクシー事

業者が、当該事業の用に供する自家用車に

ついても同様に定期点検整備を行うこと

ができるのは認証工場に限られると誤認

している場合があること。 

その結果、自家用車活用事業を行う法人タ

クシー事業者からは、認証工場に自家用車を

持ち込むことなどによる、自家用車使用者、

自家用車活用事業を行う法人タクシー事業

者や、人手不足が深刻化している自動車整備

士（道路運送車両法第 55 条第１項に基づき

行う自動車整備士技能検定に合格した者を

いう。以下同じ。）の負担が生じているとの声

がある。 

以上を踏まえ、国土交通省は、全国の移動

の足不足及び地域交通の担い手不足の解消

に向けて、自家用車活用事業を促進する観点

から、安全性の確保と両立させつつ、自家用

車使用者、自家用車活用事業を行う法人タク

シー事業者及び自動車整備士の負担を軽減

するため、以下の事項について、自家用車活

用事業を行う法人タクシー事業者の意見を

踏まえつつ、通達等で明確化した上で、法人

タクシー事業者等に周知する。 

・自家用車使用者自ら簡略版中間点検を行う

ことが可能であること。 

・認証工場と同様、自家用車使用者自ら適切

かつ円滑に行うことが可能な簡略版中間

点検の具体的な実施方法。 

９ 

自家用有償旅客運送制度

に関するローカルルール

の見直し 

過疎地域や高齢化が進む地域等で、バスや

タクシーのみでは十分な移動サービスを提

供することが困難な場合に、住民の生活を支

えるための移動手段を確保するため、市町村

（特別区を含む。以下同じ。）、特定非営利活

動促進法（平成 10 年法律第７号）第２条第

２項に規定する特定非営利活動法人（以下

「ＮＰＯ法人」という。）など、道路運送法（昭

和 26年法律第 183号）第 79条の登録を受け

た者（以下「自家用有償旅客運送者」という。）

が自家用車を用いて有償にて旅客を運送す

る制度である自家用有償旅客運送（道路運送

法第 78 条第２号に規定するものをいう。以

a,b：令和８年度措

置 
国土交通省 

k-yos
ハイライト
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下同じ。）については、令和６年６月及び令和

７年６月の規制改革実施計画に基づき、地域

公共交通会議（道路運送法施行規則（昭和 26

年運輸省令第 75 号）第４条第２項に規定す

る地域公共交通会議をいう。以下同じ。）に係

る関係法令や通達に定められていない独自

の基準（以下「ローカルルール」という。）の

見直し、運行主体の市町村等からの委託を受

けた株式会社の参画が可能であることの明

確化などの制度改善が逐次なされており、令

和８年３月末時点で、681 市町村で活用され

ている。 

こうした中、地域公共交通会議の設置及び

運営に関するガイドライン等を示した「地域

公共交通会議に関する国土交通省としての

考え方について」（平成 18 年９月 15 日国土

交通省物流・自動車局長通知）においては、

ローカルルールに対する考え方として、客観

的な根拠に基づかないものは認められない

とされた上で、同規則第４条の２第１項及び

第２項に規定する地域公共交通会議の構成

員は、不合理なローカルルールが存置されて

いると考える場合には、その旨を地域公共交

通会議に申し出ることができ、当該申出があ

った場合には、地域公共交通会議において、

当該ローカルルールの適切性について改め

て検証を行い、適時適切に見直しを行うこと

とされている。 

一方、自家用有償旅客運送者であるＮＰＯ

法人等は、地域公共交通会議によっては、そ

の構成員ではない場合があることから、①地

域公共交通会議において定められたローカ

ルルールの背景や理由を把握できない、②そ

の長が地域公共交通会議を主宰する市町村

に問い合わせても十分な回答がなされない、

③地域公共交通会議に対し、ローカルルール

の見直しを提案することができないなどの

声がある。 

また、一部の市町村においては、地域交通

を担当する職員の不足によって職員一人当

たりの業務負担が増大していることや、１～

２年程度の短期間での人事異動の影響で地

域交通制度に係る情報・知見が蓄積されにく

いことなどにより、同法第 78 条第２号をは

じめとする自家用有償旅客運送に関する規

定の趣旨について、正しい理解や知見が不足

しており、適切な回答が得られない場合が依

然として存在しているとの声がある。 

以上を踏まえ、全国の移動の足不足及び地

域交通の担い手不足の解消に向けて、持続的

かつ合理的な自家用有償旅客運送を促進す

る観点から、以下の措置を講ずる。 

a 国土交通省は、持続的かつ合理的な自家

用有償旅客運送が促進されるよう、地域公共

交通会議において定められたローカルルー
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ルの見直しを検討する機会を十分に確保す

る観点から、以下の事項を市町村及び都道府

県並びに自家用有償旅客運送者に周知する

よう、各地方運輸局長等に対する関係通達の

改正等、必要な措置を講ずる。 

・地域公共交通会議は、自家用有償旅客運送

について協議を行う場合には、道路運送法

施行規則第４条の２第１項において、地域

公共交通会議を主宰する市町村長又は都

道府県知事の管轄する区域内において現

に自家用有償旅客運送を行っている同規

則第 49 条に規定するＮＰＯ法人等を構成

員とすることとされていること、また、自

家用有償旅客運送の円滑な実施や地域の

輸送資源を最大限に活用するため、現に地

域公共交通会議の構成員ではない自家用

有償旅客運送者であるＮＰＯ法人等のほ

か、教育施設、医療施設、福祉施設、商業

施設等の運営者等を含め、より多様な主体

により構成することが望ましいこと。 

・この場合において、全ての自家用有償旅客

運送者を地域公共交通会議の構成員とす

ることが合理的ではない場合においても、

地域公共交通会議において、自家用有償旅

客運送を行っているＮＰＯ法人等を含め、

より多様な主体から幅広く意見を聴取す

るなどの機会を設けること。 

b 国土交通省は、不合理なローカルルール

の見直し等を促進する観点から、道路運送法

施行規則第 51条の 10第２項に基づき、同条

第１項に基づく更新登録申請書の提出の際

に添付を省略することができるとされてい

る書類について、当該書類の内容に変更がな

いにもかかわらず、指定都道府県（道路運送

法施行令（昭和 26 年政令第 250 号）第４条

第１項に基づき国土交通大臣が指定する都

道府県をいう。）や指定市町村（同項に基づき

国土交通大臣が指定する市町村をいう。）に

おいてローカルルールとして省略を不可と

する運用を行っていないかや、更新登録手続

に関する情報提供を行っている市町村にお

いて権限行政庁（同規則第２条第１項に規定

するものをいう。）と異なる情報を提供して

いないかなど、国土交通省が定める自家用有

償旅客運送の規制の運用等の状況に加え、各

地域公共交通会議において定められたロー

カルルールの好事例や不合理なローカルル

ールの見直し事例、見直しの進捗等について

把握を行い、その結果を好事例等として取り

まとめ、市町村及び都道府県並びに自家用有

償旅客運送者を含め、広く周知する。 

10 

自動運転の推進に向けた

規制等の運用の円滑化

【再掲】 

全国の移動の足不足の解消に向けて、レベ

ル４（システムが周辺監視をし、一定の条件

下で自動運転をする機能を有し、条件外でも

車両が安全確保をするものをいう。以下同

a：令和８年度上期

措置 

b：令和８年度措置 

c：令和８年度内を

a：警察庁 

b,c：国土交

通省 

k-yos
ハイライト
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じ。）、Ｅ２Ｅ（End to End AI（認識から経路

判断までを全て単一のＡＩで処理し多様な

走行環境でも走行可能な革新的な手法）をい

う。以下同じ。）等の自動運転車の開発、利用

等を促進することで、自動運転の社会実装を

迅速かつ円滑に推進するため、以下の措置を

講ずる。 

a 警察庁は、我が国において自動運転が交

通事故の削減、高齢者等の移動手段の確保、

運転者不足への対応など、交通分野にとどま

らず、社会全体の課題解決に資する重要な技

術として位置付けられており、自動運転に係

る政府目標としては、「第３次交通政策基本

計画」（令和８年１月 16日閣議決定）におい

て、令和 12 年度（2030 年度）における自動

運転サービス車両（公共交通を担う全国のバ

ス及びタクシー車両、物流を担うトラック車

両をいう。）数を１万台とする数値目標を新

たに設定している一方で、開発事業者等から

は、交通ルールの解釈の明確化について、例

えば、道路交通法（昭和 35年法律第 105号）

では車両の左側寄り通行について規定され

ており、第一車線に路上駐車車両が多く存在

する場合における走行方法等に関する課題

が存在しているが、令和７年６月の規制改革

実施計画に基づき、令和７年 10 月に警察庁

が設置した、道路交通法の解釈の明確化等に

関する意見交換等を行う「自動運転車の開発

に資する交通ルールの解釈の明確化に関す

る意見交換枠組み」（以下「意見交換枠組み」

という。）の役割や存在を認識しておらず、警

察庁への相談に至っていないとの声がある

ことなどを踏まえ、レベル４に相当する自動

運転車の社会実装を迅速かつ円滑に進める

ため、意見交換枠組みについて、以下の措置

を講ずる。 

①警察庁は、警察庁ウェブサイトの意見交換

枠組みの掲載箇所に、意見交換枠組みの利

用に当たって参考となる事例を掲載する

とともに、少なくとも国又は地方公共団体

が実施する自動運転関連事業に参画して

いる開発事業者等から意見交換枠組みを

通じて要望があった場合には、意見交換枠

組みにおける対応事例を共有すること。な

お、当該対応事例について、更新があった

場合には、更新した内容も含めて共有する

こと。 

②警察庁は、国土交通省及び経済産業省と共

に作成している「自動運転移動サービス社

会実装・事業化の手引き（第２版）」（令和

７年７月警察庁・経済産業省・国土交通省

取りまとめ）等において、上記①の内容も

含め、意見交換枠組みの内容を記載するこ

とにより、国土交通省及び経済産業省と連

携し、両省が実施している自動運転関連事

目途に結論、結論

を得次第速やかに

措置 
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業に参画している開発事業者等に対して、

要望があった場合には意見交換枠組みに

おける対応事例の共有が可能であること

も含めた意見交換枠組みの周知を行うこ

と。 

③警察庁は、意見交換枠組みにおける対応事

例について、各都道府県警察に周知し、現

場における交通ルールの解釈の明確化及

び対応の均質化を図ること。 

b 国土交通省は、自動運転の開発手法につ

いて、従来の「ルールベース」（人が走行パタ

ーンごとに自動運転のプログラムを規定す

る手法をいう。）に加え、「ＡＩベース」（路上

を走行し、その運転をＡＩに自己学習させる

手法をいう。以下同じ。）での開発が急速に進

み、さらに、「主要な製品・技術等の官民投資

ロードマップ素案（先行検討分を除く）」（令

和８年４月 16 日戦略分野分科会（令和７年

12 月 26 日日本成長戦略会議議長決定により

日本成長戦略会議の下に開催されるものを

いう。））において、「ＡＩベース」の中でも、

Ｅ２Ｅが今後の自動運転のコアになること

が示されていることから、「ＡＩベース」の自

動運転を含む自動運転の推進に当たり、開発

事業者の予見可能性を一層高め、メーカーに

おける開発・普及を促進するとともに、自動

運転車両に対する世の中の認知度及び社会

受容性を高める観点から、Ｅ２Ｅ等のＡＩ搭

載を念頭に置いたＬ２＋＋車（運転者が周辺

監視をし、縦方向・横方向の運転支援機能を

有する車両（Ｌ２車両）のうち、ＡＩを活用

し一般道を含め自律走行が可能な高度な運

転自動化システム等を搭載したものをいう。

以下同じ。）が安全性や運転支援機能におい

て一定の性能を有することを国が認定する

制度（以下「優良Ｌ２＋＋車認定制度」とい

う。）を創設することとしている一方で、開発

事業者から、今までにない技術を取り扱うこ

とから、安全性を確保した上で、複数の開発

事業者に対して手続面を含めヒアリングを

行い、開発事業者に過度な負担がかかる申請

手続にならないよう留意すべきとの声があ

ることなどを踏まえ、優良Ｌ２＋＋車の迅速

かつ円滑な普及を実現するため、優良Ｌ２＋

＋車認定制度に関する手続の円滑化を行う。

具体的には、複数の開発事業者に対して手続

面を含めヒアリングを行い、安全性を確保し

た上で、開発事業者に過度な負担がかからな

い申請手続となるよう、他の制度（道路運送

車両法（昭和 26年法律第 185号）第 58条に

基づく自動車の検査等）で提出した書類があ

る場合には再度提出させないようにするほ

か、申請から認定までに至るまでのフローを

図示するとともに、各プロセスにおける主な

審査事項、審査基準等を明らかにするなど、
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優良Ｌ２＋＋車の認定に係る審査事項、審査

基準等の審査内容及び手続の明確化を図る

ことで、開発事業者が迅速かつ円滑に申請手

続を行うことができる優良Ｌ２＋＋車認定

制度を創設する。 

c 国土交通省は、自動運転の社会実装のス

ピードに事故原因究明の体制整備が遅れる

ことのないようにすべきとの声があること、

また、「「強い経済」を実現する総合経済対

策」（令和７年 11月 21日閣議決定）及び「第

３次交通政策基本計画」において、運輸安全

委員会における事故原因究明体制の構築に

向けた取組を行うこととされていることを

踏まえ、交通政策審議会における議論や、自

動運転車の社会実装の状況や事故実態を勘

案し、運輸安全委員会における事故原因究明

体制の構築について、引き続き検討し、令和

８年度内を目途に結論を得て、必要に応じて

速やかに法案を国会に提出する。 

11 
限定訪問特定整備の法定

点検の可能化 

自動車の使用者には、道路運送車両法（昭

和 26年法律第 185号）第 47 条に基づき、自

動車を保安基準に適合するように維持させ

るため、同法第 47 条の２に定める日常点検

整備と、同法第 48 条に定める定期点検整備

（以下「法定点検」という。）等が必要とさ

れている。このうち、法定点検において行わ

れるエンジンや制動装置（道路運送車両の保

安基準（昭和 26年運輸省令第 67号）第 12条

第１項に基づき、走行中の自動車が確実かつ

安全に減速及び停止を行うことができ、か

つ、平坦な舗装路面等で確実に当該自動車を

停止状態に保持できるものをいう。以下「ブ

レーキ」という。）等の取り外し等の安全上

重要な整備である特定整備（同法第 49 条第

２項の特定整備をいう。以下同じ。）を伴う

事業は自動車特定整備事業（同法第 77 条に

規定するものをいう。以下同じ。）に該当す

る。自動車特定整備事業を経営しようとする

者は、同法第 78 条に基づき、自動車特定整

備事業の種類及び特定整備を行う事業場（以

下「認証工場」という。）ごとに、地方運輸

局長の認証を受けなければならず、当該事業

の認証を受けるためには、同法第 80 条に基

づき、以下の要件を満たすことが求められて

いる。 

・事業場の設備について、道路運送車両法施

行規則（昭和 26年運輸省令第 74号）第 57

条第１号から第５号に定める要件を満た

す場所、作業機械など、体制を有すること。 

・従業員について、自動車整備士（同法第 55

条第１項に基づき行う自動車整備士技能

検定に合格した者をいう。以下同じ。）等

の、同規則第 57 条第６号及び第７号の要

件を満たす者を有すること。 

a,b：令和８年度上

期結論、結論を得

次第速やかに措置 

国土交通省 

k-yos
四角形




